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 第２章 災害予防対策 第２章 災害予防対策  

10 第１節 風水害等に強い県土づくり 

 第１ （略） 

第２ 水害予防対策 

１から８まで （略） 

９ 洪水浸水想定区域の指定 

（略） 

東北地方整備局及び県は、水防法に基づき指定した洪水予報を実施する河川（洪

水予報河川）及び、洪水に係る水位情報の通知及び周知を実施する河川（水位周知

河川）＿について、想定し得る最大規模の降雨により河川が氾濫した場合に浸水が

想定される区域を洪水浸水想定区域として指定し、指定の区域及び浸水した場合に

想定される水深、浸水範囲等を公表するとともに、関係市町村の長に通知する。 

（略） 

  10及び11 （略） 

第１節 風水害等に強い県土づくり 

 第１ （略） 

第２ 水害予防対策 

１から８まで （略） 

９ 洪水浸水想定区域の指定 

（略） 

東北地方整備局及び県は、水防法に基づき指定した洪水予報を実施する河川（洪

水予報河川）及び、洪水に係る水位情報の通知及び周知を実施する河川（水位周知

河川）等について、想定し得る最大規模の降雨により河川が氾濫した場合に浸水が

想定される区域を洪水浸水想定区域として指定し、指定の区域及び浸水した場合に

想定される水深、浸水範囲等を公表するとともに、関係市町村の長に通知する 

（略） 

 10及び11 （略） 

 記述の修正 

11  （新設） 

 

 

 

 

 

 

 12 農地防災対策及び農地保全対策 

   （略） 

 13 大規模氾濫減災協議会を活用した連携体制の構築 

   （略） 

 14 利水ダム等の事前放流の取組 

   （略） 

 15 流域水害対策計画の策定等 

   （略） 

 16 貯留機能保全区域の指定 

   （略） 

 17 浸水被害防止区域の指定 

 12 流域治水の推進 

施設整備の目標を超える洪水の発生が頻発化している現状を踏まえ、流域治水の

考え方に基づいて、河川管理者等が主体となって行う治水事業等をこれまで以上に

充実・強化することに加え、あらゆる関係者の協働により流域全体で治水対策に取

り組む。 

河川管理者は、特定都市河川浸水被害対策法に基づき、特定都市河川及び特定都

市河川流域の指定や流域水害対策計画の策定の推進を図る。 

  13 農地防災対策及び農地保全対策 

    （略） 

 14 大規模氾濫減災協議会を活用した連携体制の構築 

   （略） 

 15 利水ダム等の事前放流の取組 

   （略） 

 16 流域水害対策計画の策定等 

   （略） 

 17 貯留機能保全区域の指定 

   （略） 

 18 浸水被害防止区域の指定 

 国交省防災

業務計画の

風水対策編

に併せて新

規追加 
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   （略） 

 18 雨水出水浸水想定区域の指定 

   （略） 

 19 超過洪水対策 

   （略） 

   （略） 

 19 雨水出水浸水想定区域の指定 

   （略） 

 20 超過洪水対策 

   （略） 

13  第３ 高潮、波浪等災害予防対策 

  １及び２ （略） 

  ３ 国土保全事業の施行 

    （略） 

   （１） 海岸保全事業の施行 

       （略） 

     イ （略） 

     ロ 港湾海岸保全 

       港湾区域に係る港湾施設整備並びに海岸保全施設整備事業を実施する。ま

た、近年の高波災害     を踏まえ、耐波性能の照査や既存施設の補強

を推進する。                            

    

 第３ 高潮、波浪等災害予防対策 

  １及び２ （略） 

  ３ 国土保全事業の施行 

    （略） 

   （１） 海岸保全事業の施行 

       （略） 

     イ （略） 

     ロ 港湾海岸保全 

       港湾区域に係る港湾施設整備並びに海岸保全施設整備事業を実施する。ま

た、近年の高波災害や気候変動を踏まえ、耐波性能の照査や既存施設の補強

を推進する。また、関係者で協働した気候変動適応策の計画的な実施を推進

する。 

 防災基本計

画の修正 

14  第４ 土砂災害予防対策 

  １ （略） 

  ２ 現況 

県内の土砂災害危険箇所 ・山地災害危険地区をみると、土石流危険渓流・急傾

斜地崩壊危険箇所      、崩壊土砂流出危険地区・山腹崩壊危険地区は県内

全般に広く分布しており、地すべり危険箇所・地区    は奥羽山脈沿いの地盤

特性によるものが多くみられる。 

（略） 

 第４ 土砂災害予防対策 

  １ （略） 

  ２ 現況 

県内の土砂災害警戒区域等・山地災害危険地区をみると、土砂災害警戒区域等

（土石流及び急傾斜地の崩壊）、崩壊土砂流出危険地区・山腹崩壊危険地区は県内

全般に広く分布しており、土砂災害警戒区域等（地すべり）は奥羽山脈沿いの地盤

特性によるものが多くみられる。 

（略） 

 名称の変更

に伴う記述

の修正 

14 ３ 土砂災害防止対策の推進 

  （略） 

 （１） 土砂災害危険箇所     の調査把握 

     （略） 

 （２） 土砂災害防止のための啓発活動 

（略） 

このため、県は、土砂災害危険箇所及び土砂災害を被るおそれのある箇所

３ 土砂災害防止対策の推進 

  （略） 

 （１） 土砂災害のおそれがある箇所の調査把握 

     （略） 

 （２） 土砂災害防止のための啓発活動 

（略） 

このため、県は、           土砂災害を被るおそれのある箇

 名称の変更

に伴う記述

の修正 
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の基礎調査結果を公表しなければならない。 

また、調査を終えた土砂災害警戒区域等を国県等の関係機関・市町村及び

住民に周知・広報・告知し、災害時に市町村が適切な警戒避難体制がとれる

よう助言する。 

市町村は、土砂災害危険箇所や土砂災害警戒区域等、被害の発生するおそ

れのある地域を地域防災計画に掲載するとともに、防災マップの作成、広報

紙、パンフレットの配布、説明会の開催、現場への標識・標柱の設置等によ

り継続的に周辺住民に対し周知徹底を図る。さらに、避難情報の発令時や土

砂災害の発生時に求められる住民の避難行動について周知徹底を図り、円滑

な警戒避難が行われるよう努める。 

     イ及びロ （略） 

所の基礎調査結果を公表しなければならない。 

また、調査を終えた土砂災害警戒区域等を国県等の関係機関・市町村及び

住民に周知・広報・告知し、災害時に市町村が適切な警戒避難体制がとれる

よう助言する。 

市町村は、         土砂災害警戒区域等、被害の発生するおそ

れのある地域を地域防災計画に掲載するとともに、防災マップの作成、広報

紙、パンフレットの配布、説明会の開催、現場への標識・標柱の設置等によ

り継続的に周辺住民に対し周知徹底を図る。さらに、避難情報の発令時や土

砂災害の発生時に求められる住民の避難行動について周知徹底を図り、円滑

な警戒避難が行われるよう努める。 

     イ及びロ （略） 

15      ハ 土砂災害対策推進連絡会 

       （略） 

会 長 宮城県土木部長 

副会長 宮城県土木部副部長（技術担当） 

副会長 宮城県水産林政部副部長（技術担当） 

委 員 東北地方整備局河川部河川調査官 

委 員 東北地方整備局道路部道路調査官 

委 員 東北森林管理局計画保全部治山課長 

委 員 仙台管区気象台気象防災部予報課長 

委 員 東日本高速道路（株）東北支社管理事業部調査役 

委 員 東日本高速道路（株）東北支社建設事業部建設事業総括課長 

委 員 東日本旅客鉄道（株）仙台支社設備部工事課長 

委 員 宮城県警察本部警備部警備課長 

委 員 宮城県復興・危機管理部復興・危機管理総務課長 

委 員 宮城県水産林政部森林整備課長 

委 員 宮城県土木部道路課長 

委 員 宮城県土木部河川課長 

委 員 宮城県土木部防災砂防課長 

委 員 宮城県土木部建築宅地課長 
 

     ハ 土砂災害対策推進連絡会 

       （略） 

会 長 宮城県土木部長 

副会長 宮城県土木部副部長（技術担当） 

副会長 宮城県水産林政部副部長（技術担当） 

委 員 東北地方整備局河川部河川調査官 

委 員 東北地方整備局道路部道路調査官 

委 員 東北森林管理局計画保全部治山課長 

委 員 仙台管区気象台気象防災部予報課長 

委 員 東日本高速道路（株）東北支社管理事業部調査役 

委 員 東日本高速道路（株）東北支社建設事業部建設事業総括課長 

委 員 東日本旅客鉄道（株）仙台支社設備部工事課長 

委 員 宮城県警察本部警備部警備課長 

委 員 宮城県復興・危機管理部防災推進課長      

委 員 宮城県水産林政部森林整備課長 

委 員 宮城県土木部道路課長 

委 員 宮城県土木部河川課長 

委 員 宮城県土木部防災砂防課長 

委 員 宮城県土木部建築宅地課長 
 

 組織改編に

よる修正 

16    （３） 市町村の役割 

       （略） 

   （３） 市町村の役割 

       （略） 
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     イ及びロ （略） 

     ハ 土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域及び土砂災害危険箇所 

   （４） （略） 

  ４から10まで （略） 

 第５ （略） 

     イ及びロ （略） 

ハ 土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域           

   （４） （略） 

  ４から10まで （略） 

 第５ （略） 

 名称の変更

に伴う記述

の適正化 

18  第６ 風雪害予防対策 

  １ （略） 

  ２ 現況 

    本県において積雪が多いのは山沿い北部で、積雪観測点においてこれまでに最も

多くの積雪を観測したのは栗駒（統計期間1983年11月～1997年４月）であり、その

値は252cm（1996年３月16日）である（2023年８月現在）。 

また、仙台（仙台管区気象台）における風の観測では、日最大風速（統計期間19

26年10月～）の極値は24.0m/s（1997年３月11日）、日最大瞬間風速（統計期間1937

年１月～）の極値は41.2m/s（1997年３月11日）で、年間最多風向は北北西（平年

値:統計期間1991年～2020年）、日最大風速が10m/s以上の年間日数は51.9日（平年

値:統計期間1991年～2020年）となっている（2023年８月現在）。 

  ３から10まで （略） 

 第６ 風雪害予防対策 

  １ （略） 

  ２ 現況 

    本県において積雪が多いのは山沿い北部で、積雪観測点においてこれまでに最も

多くの積雪を観測したのは栗駒（統計期間1983年11月～1997年４月）であり、その

値は252cm（1996年３月16日）である（2024年９月現在）。 

また、仙台（仙台管区気象台）における風の観測では、日最大風速（統計期間19

26年10月～）の極値は24.0m/s（1997年３月11日）、日最大瞬間風速（統計期間1937

年１月～）の極値は41.2m/s（1997年３月11日）で、年間最多風向は北北西（平年

値:統計期間1991年～2020年）、日最大風速が10m/s以上の年間日数は51.9日（平年

値:統計期間1991年～2020年）となっている（2024年９月現在）。 

  ３から10まで （略） 

 時点更新 

20  第７ 農林水産業災害予防対策 

  １及び２ （略） 

  ３ 防災措置等 

   （１） 農地、農業用施設の災害の防止 

       洪水や土砂災害から人命及び公共施設等並びに農地及び農業用施設を守る

ため、また、洪水防止などの農業の有する多面的機能を発揮、維持するた

め、「防災重点農業用ため池」を中心としたため池や排水機場等の農業用用

排水施設の点検、整備、補修、更新・改修               

                                  

                                  

                                  

                   を、国の新たな土地改良長期計画

等に則し総合的に推進し、災害の未然防止を図る。 

      （略） 

 第７ 農林水産業災害予防対策 

  １及び２ （略） 

  ３ 防災措置等 

   （１） 農地、農業用施設の災害の防止 

       洪水や土砂災害から人命及び公共施設等並びに農地及び農業用施設を守る

ため、また、洪水防止などの農業の有する多面的機能を発揮、維持するた

め、「防災重点農業用ため池」を中心とした農業水利施設等の耐震化、排水

機場の整備・改修等のハード対策とともに、ハザードマップ作成等のソフト

対策を適切に組み合わせ、防災・減災対策を推進するほか、水田への雨水の

一時貯留による洪水防止機能を強化する田んぼダムに取り組むとともに、農

業用ダムの洪水調節機能の強化や排水機場・ため池の活用など、あらゆる関

係者が流域全体で行う「流域治水」の取組を、国の新たな土地改良長期計画

等に則し総合的に推進し、災害の未然防止を図る。 

      （略） 

 

 国の土地改

良長期計画 

の改正に伴

い修正 



 

宮城県地域防災計画 [風水害等災害対策編] 新旧対照表 

 
頁 現行 （令和５年１１月） 修正後 備考  

 

 5 / 19 ページ 

 

21    （２） 集落の安全確保 

    イ及びロ （略） 

    ハ 集落の防災設備整備 

     （イ） （略） 

     （ロ） 公共施設補強整備 

         地震等の防災上補強が必要な既存の橋りょう等の公共施設の整備 

    ニ及びホ （略） 

   （２） 集落の安全確保 

    イ及びロ （略） 

    ハ 集落の防災設備整備 

     （イ） （略） 

     （ロ） 公共施設補強整備 

         地震等の防災上補強が必要な既存の橋梁  等の公共施設の整備 

    ニ及びホ （略） 

 記述の統一

化 

21     へ 病害虫防除対策    

（イ） 防除体制の整備 

         市町村ごとの又は広域的な防除組織（防除協議会議等）の結成を促進

し、広域一斉防除体制の強化に努める。 

（ロ） 防除器具の整備 

         県は、市町村及び農業団体等の高性能防除器具の整備、充実の指導、

又は支援に努めるとともに市町村及び農業団体等が常時防除器具を点検

整備し、適切な防除が推進されるよう指導する。 

    へ 病害虫防除体制の整備 

      市町村やＪＡ等関係機関の連携を図り、防除実施に当たる体制整備に努め

る。 

                        

                                 

                                  

                                  

                        

 宮城県農作

物病害虫総

合防除計画

策定に伴い

修正 

27 第８ 火山災害予防対策 

 １から３まで （略） 

 ４ 防災事業等の推進 

  （１） （略） 

  （２） 防災体制の整備等 

    イ （略） 

    ロ 県 

     （イ） 防災知識の普及啓発 

県は、防災週間や       防災関連行事等を通じ、住民、観光

客及び登山者等に対し、火山現象の影響及び範囲を図示した火山ハザー

ドマップや、火山ハザードマップに噴火警報等の解説、避難場所や避難

経路、避難の方法、住民への情報伝達の方法等の防災上必要な情報を記

載した火山防災マップ等を用いて、火山災害の危険性を周知する。 

     （ロ） （略） 

第８ 火山災害予防対策 

 １から３まで （略） 

 ４ 防災事業等の推進 

  （１） （略） 

  （２） 防災体制の整備等 

    イ （略） 

    ロ 県 

     （イ） 防災知識の普及啓発 

県は、防災週間や火山防災の日、防災関連行事等を通じ、住民、観光

客及び登山者等に対し、火山現象の影響及び範囲を図示した火山ハザー

ドマップや、火山ハザードマップに噴火警報等の解説、避難場所や避難

経路、避難の方法、住民への情報伝達の方法等の防災上必要な情報を記

載した火山防災マップ等を用いて、火山災害の危険性を周知する。 

（ロ） （略） 

 防災基本計

画の修正 

27      （ハ） 登山者等への情報伝達・情報把握 

県は、登山者等への噴火警報等の伝達をより確実にするため、防災行

政無線、サイレン、緊急速報メール、登山口等における掲示など、地域

     （ハ） 登山者等への情報伝達・情報把握 

県は、登山者等への噴火警報等の伝達をより確実にするため、防災行

政無線、サイレン、緊急速報メール、登山口等における掲示など、地域

 防災基本計

画の修正 
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の状況を踏まえながら、情報伝達手段の多様化を図る。 

また、県は、火山現象の発生時における登山者等の円滑かつ迅速な避

難の確保を図るため、                      

                                

   登山届（登山届、登山計画書、登山カード等をいう。以下同

じ。）の積極的な提出の呼びかけ等により登山者等に関する情報の把握

に努める。 

     （ニ） （略） 

の状況を踏まえながら、情報伝達手段の多様化を図る。 

また、県は、火山現象の発生時における登山者等の円滑かつ迅速な避

難の確保を図るため、ＩＴを用いた登山届の仕組みを活用するなど、登

山者等が情報の提供を容易に行うことができるよう必要な配慮をすると

ともに、登山届（登山届、登山計画書、登山カード等をいう。以下同

じ。）の積極的な提出の呼びかけ等により登山者等に関する情報の把握

に努める。 

     （ニ） （略） 

27     ハ 市町村 

     （イ） 防災知識の普及啓発 

市町村は、防災週間や       防災関連行事等を通じ、住民、

観光客及び登山者等に対し、火山現象の影響及び範囲を図示した火山ハ

ザードマップや、火山ハザードマップに噴火警報等の解説、避難場所や

避難経路、避難の方法、住民への情報伝達の方法等の防災上必要な情報

を記載した火山防災マップ等を用いて、火山災害の危険性を周知する。 

（略） 

     （ロ） （略） 

    ハ 市町村 

     （イ） 防災知識の普及啓発 

市町村は、防災週間や火山防災の日、防災関連行事等を通じ、住民、

観光客及び登山者等に対し、火山現象の影響及び範囲を図示した火山ハ

ザードマップや、火山ハザードマップに噴火警報等の解説、避難場所や

避難経路、避難の方法、住民への情報伝達の方法等の防災上必要な情報

を記載した火山防災マップ等を用いて、火山災害の危険性を周知する。 

（略） 

     （ロ） （略） 

 防災基本計

画の修正 

28      （ハ） 登山者等への情報伝達・情報把握 

市町村は、登山者等への噴火警報等の伝達をより確実にするため、防

災行政無線、サイレン、緊急速報メール、登山口等における掲示など、

地域の状況を踏まえながら、情報伝達手段の多様化を図る。 

また、市町村は、火山現象の発生時における登山者等の円滑かつ迅速

な避難の確保を図るため、                    

                                

    登山届の積極的な提出の呼びかけ等により登山者等に関する情

報の把握に努める。 

     （ハ） 登山者等への情報伝達・情報把握 

市町村は、登山者等への噴火警報等の伝達をより確実にするため、防

災行政無線、サイレン、緊急速報メール、登山口等における掲示など、

地域の状況を踏まえながら、情報伝達手段の多様化を図る。 

また、市町村は、火山現象の発生時における登山者等の円滑かつ迅速

な避難の確保を図るため、ＩＴを用いた登山届の仕組みを活用するな

ど、登山者等が情報の提供を容易に行うことができるよう必要な配慮を

するとともに、登山届の積極的な提出の呼びかけ等により登山者等に関

する情報の把握に努める。 

 防災基本計

画の修正 

29 ニ （略） 

    （新設） 

                                        

                                  

                                        

   

ニ （略） 

    ホ 火山調査研究推進本部 

      火山調査研究推進本部は、火山に関する観測、測量、調査及び研究を一元的

に推進するために下記の事務を実施し、国及び地方公共団体と連携する。 

     （イ） 観測、測量、調査及び研究の推進について総合的かつ基本的な施策を

立案 

 防災基本計

画修正 



 

宮城県地域防災計画 [風水害等災害対策編] 新旧対照表 

 
頁 現行 （令和５年１１月） 修正後 備考  

 

 7 / 19 ページ 

 

                                    

                       

                                        

     

                 

    ホ 登山者等 

      （略） 

 ５及び６ （略） 

     （ロ） 関係行政機関の火山に関する調査研究予算等の事務の調整 

     （ハ） 総合的な調査観測計画を策定 

     （ニ） 関係行政機関、大学等の調査結果等を収集、整理、分析し、総合的な

評価を実施 

（ホ） 総合的な評価に基づく広報 

    へ 登山者等 

      （略） 

５及び６ （略） 

34 ７ 避難確保計画 

  （略） 

 イからハまで （略） 

 ニ 避難訓練及び防災教育に関する事項 

避難確保計画の作成・公表後は、当該避難確保計画に基づく避難訓練を実施する

ものとし、作成した避難確保計画及び実施した避難訓練の結果について、市町村に

報告する。 

市町村は、                      警戒地域内の避難促

進施設に係る避難確保計画の作成又は     避難訓練の実施に関して、必要な

     助言又は勧告等   を行い、施設所有者又は管理者による取組の支援

に努める。 

７ 避難確保計画 

  （略） 

 イからハまで （略） 

 ニ 避難訓練及び防災教育に関する事項 

避難確保計画の作成・公表後は、当該避難確保計画に基づく避難訓練を実施する

ものとし、作成した避難確保計画及び実施した避難訓練の結果について、市町村に

報告する。 

市町村は、必要に応じて火山防災協議会に意見を求めつつ、警戒地域内の避難促

進施設に係る避難確保計画の作成及び変更並びに避難訓練の実施に関して、必要な

情報提供、助言   等の援助を行い、施設所有者又は管理者による取組の支援に

努める。 

 防災基本計

画修正 

43 第５節 防災知識の普及 

 第１ （略） 

第２ 防災知識の普及、徹底 

１ （略） 

２ 住民等への防災知識の普及 

（１）から（３）まで （略） 

（４） 普及・啓発の実施 

       （略） 

【住民等への普及・啓発を図る事項】 

① 災害危険性に関する情報 

・ 各地域における避難対象地区 

・ 孤立する可能性のある地域内集落 

・ 土砂災害警戒区域・土砂災害危険箇所等に関する知識 

第５節 防災知識の普及 

 第１ （略） 

第２ 防災知識の普及、徹底 

１ （略） 

２ 住民等への防災知識の普及 

（１）から（３）まで （略） 

（４） 普及・啓発の実施 

       （略） 

【住民等への普及・啓発を図る事項】 

① 災害危険性に関する情報 

・ 各地域における避難対象地区 

・ 孤立する可能性のある地域内集落 

・ 土砂災害警戒区域         等に関する知識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 名称の変更
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② （略） 

③ 家庭内での予防・安全対策 

  （略） 

 ・ 出火防止等の対策の内容 など                     

                

 ・災害時の家族内の連絡・行動ルールを事前に決めること    

④ （略） 

⑤ その他 

・正確な情報入手の方法 ・ 防災関係機関が講ずる災害応急対策等の内容 

・災害時の家族内の連絡体制等（連絡方法や避難ルールの取決め等）の確保 
 

② （略） 

③ 家庭内での予防・安全対策 

  （略） 

 ・ 出火防止等の対策の内容（消火器、ガスのマイコンメーター、 

感震ブレーカー、住宅用火災警報器の設置等） 

 ・災害時の家族内の連絡・行動ルールを事前に決めること など 

④ （略） 

⑤ その他 

・正確な情報入手の方法 ・ 防災関係機関が講ずる災害応急対策等の内容 

（削除） 
 

 防災基本計

画の修正等 

 

 地震編との

整合 

44 （５） 要配慮者及び観光客等への配慮 

  イ 要配慮者への配慮 

    県及び市町村は、防災知識等の普及に当たり、外国語パンフレット等の作

成・配布や障害者、高齢者の常備品等の点検、介護者の役割の確認等、要配

慮者に配慮し、地域において要配慮者を支援する体制が整備されるよう努め

るとともに、被災時の男女及び性的マイノリティ（ＬＧＢＴ等）のニーズの

違い等に十分配慮する                        

               。 

 

（５） 要配慮者及び観光客等への配慮 

  イ 要配慮者への配慮 

    県及び市町村は、防災知識等の普及に当たり、多言語パンフレット等の作

成・配布や障害者、高齢者の常備品等の点検、介護者の役割の確認等、要配

慮者に配慮し、地域において要配慮者を支援する体制が整備されるよう努め

るとともに、被災時の男女及び性的マイノリティ（ＬＧＢＴ等）のニーズの

違い等に十分配慮することに加え、家庭動物の飼養の有無による被災時の

ニーズの違いに配慮するよう努める。 

 表記の統一 

 

 

 

 防災基本計

画の修正 

47 第６節 防災訓練の実施 

 第１から第８まで （略） 

 第９ 企業等の防災訓練 

  １及び２ （略） 

  ３ 災害発生時に備え、周辺自治体及び各自治会、地域住民の方々並びに各企業・事

務所等による防災、被害軽減のため、「地域で助け合う共助」の体制を構築するた

めの合同訓練の実施に努める。 

第６節 防災訓練の実施 

 第１から第８まで （略） 

 第９ 企業等の防災訓練 

  １及び２ （略） 

  ３ 災害発生時に備え、周辺自治体及び各自治会、地域住民   並びに各企業・事

務所等による防災、被害軽減のため、「地域で助け合う共助」の体制を構築するた

めの合同訓練の実施に努める。 

 記述の修正 

56 第16節 避難対策 

 第１及び第２ （略） 

 第３ 水害、土砂災害、高潮災害における避難情 

  １ 避難情報と警戒レベル 

    （略） 

    高齢者等避難及び避難指示が発令された場合の避難行動としては、指定緊急避難

第16節 避難対策 

 第１及び第２ （略） 

 第３ 水害、土砂災害、高潮災害における避難情 

  １ 避難情報と警戒レベル 

    （略） 

    高齢者等避難又は避難指示が発令された場合の避難行動としては、指定緊急避難

 表記の修正 
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場所、安全な親戚・知人宅、ホテル・旅館等への避難を基本とするものの、ハザー

ドマップ等を踏まえ、自宅等で身の安全を確保することができる場合は、住民自ら

の判断で「屋内安全確保」を行うことや、避難時の周囲の状況等により、指定緊急

避難場所等への避難がかえって危険を伴う場合は、「緊急安全確保」を行うべきこ

とについて市町村は、日頃から住民等への周知徹底に努める。 

   （略） 

場所、安全な親戚・知人宅、ホテル・旅館等への避難を基本とするものの、ハザー

ドマップ等を踏まえ、自宅等で身の安全を確保することができる場合は、住民自ら

の判断で「屋内安全確保」を行うことや、避難時の周囲の状況等により、指定緊急

避難場所等への避難がかえって危険を伴う場合は、「緊急安全確保」を行うべきこ

とについて市町村は、日頃から住民等への周知徹底に努める。 

   （略） 

58   ２ 避難情報の発令対象区域の設定 

   （１） （略） 

   （２） 土砂災害 

市町村は、土砂災害の避難情報の発令対象区域は、危険度に応じてできる

だけ絞り込んだ範囲とすることが望ましく、土砂災害警戒区域・危険箇所等

を避難情報の発令の対象要素として定めておきつつ、発令時には、土砂キキ

クル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）で危険度が高まっているメッ

シュと重なった土砂災害警戒区域・危険箇所等に避難情報を発令することを

基本とする。また、状況に応じて、その周辺区域も含めて避難情報を発令す

ることを検討する。 

（略） 

  ２ 避難情報の発令対象区域の設定 

   （１） （略） 

   （２） 土砂災害 

市町村は、土砂災害の避難情報の発令対象区域は、危険度に応じてできる

だけ絞り込んだ範囲とすることが望ましく、土砂災害警戒区域     等

を避難情報の発令の対象要素として定めておきつつ、発令時には、土砂キキ

クル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）で危険度が高まっているメッ

シュと重なった土砂災害警戒区域     等に避難情報を発令することを

基本とする。また、状況に応じて、その周辺区域も含めて避難情報を発令す

ることを検討する。  

（国） 

 名称の変更

に伴う記述

の修正 

64 第22節 災害種別毎予防対策 

 第１ 火災予防対策 

  １から３まで （略） 

  ４ 防災活動の促進 

   （１）から（３）まで （略） 

   （４） 民間防火組織の育成 

       （略） 

火災予防思想の普及啓発には幼少年期からの指導が効果的であり、また、

火を扱う機会の多い一般家庭婦人に対する啓発             

も重要であることから、幼少年消防クラブ及び婦人    防火クラブの結

成と育成について指導する。 

第22節 災害種別毎予防対策 

 第１ 火災予防対策 

  １から３まで （略） 

  ４ 防災活動の促進 

   （１）から（３）まで （略） 

   （４） 民間防火組織の育成 

       （略） 

火災予防思想の普及啓発には幼少年期からの指導が効果的であり、また、

家庭における火災予防に関する知識の習得、地域全体の防火意識の高揚など

も重要であることから、幼少年消防クラブ及び女性（婦人）防火クラブの結

成と育成について指導する。 

 名称の変更

に伴う修正 

65  第２ 林野火災予防対策 

  １から３まで （略） 

  ４ 広報宣伝の充実 

    （略） 

 第２ 林野火災予防対策 

  １から３まで （略） 

  ４ 広報宣伝の充実 

    （略） 

 宮城県山火

事予防運動

推進方針に

基づくもの 
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   （１） 山火事防止強調月間の設定 

春、秋の火災危険期に山火事防止強調月間を設け、関係機関が連携して広

域的な山火事防止運動を展開する。 

   （１） 山火事防止強調月間の設定 

春  の火災危険期に山火事防止強調月間を設け、関係機関が連携して広

域的な山火事防止運動を展開する。 

65    （２） 森林保全管理維持推進協議会の開催等 

林野火災予防等に関することを協議するため、森林保全管理推進協議会を

開催するとともに、関係機関（県、市町村、森林組合等）の連携強化を図り

つつ、                               

                林野火災に対する県民の関心を喚起し、

林野災害発生予防のための、強力な運動を推進する。 

   （２） 山火事予防運動の推進        

林野火災予防等に関して、山火事予防運動推進方針に基づき、     

         関係機関（県、市町村、森林組合等）の連携強化を図る

とともに、みやぎ森林保全協力員及びみやぎ森林保全推進活動協定団体によ

る森林巡視及び啓発活動を強化し、林野火災に対する県民の関心を喚起し、

林野災害発生予防          を推進する。 

 協議会設置

要領の廃止

による 

65    （３） ポスター、標識板等の設置 

屋内外、交通機関、駅、登山口、林野内の道路、樹木等にポスター、標識

板、立看板、警報旗、懸垂幕等を掲示し、地域住民、通行者、入山者に注意

を喚起する。 

（３） ポスター、標識板等の設置 

屋内外、      登山口、林野内の道路、樹木等にポスター、標識

板、立看板        等を掲示し、地域住民、通行者、入山者に注意

を喚起する。 

 実態に即し

た修正 

65    （４） 報道機関等による啓発・宣伝 

火災危険期、山火事防止強調月間の設置時において、重点的に報道機関、

映画館、公民館、学校等の協力を得て、ラジオ、テレビによる広報、新聞及

び県、市町村並びに関係機関が作成・配布する広報紙への記事掲載、映画、

スライドの上映を実施し、啓発・宣伝を図るほか、航空機による上空からの

広報宣伝を実施する。 

   （４） 報道機関等による啓発・宣伝 

火災危険期、山火事防止強調月間の設置時において、重点的に報道機関、

        学校等の協力を得て、ラジオ   等による広報、新聞及

び県、市町村並びに関係機関が作成・配布する広報紙への記事掲載、県ホー

ムページ及びＳＮＳを活用した普及・ 啓発   を図る        

               。 

 実態に即し

た修正 

66    （５） チラシ、パンフレット等の配布 

啓発・宣伝の一環として、チラシ、パンフレット、ステッカー等を作成し

て配布する。 

   （６） 学校教育による防火思想の普及 

（略） 

（削除） 

 

 

   （５） 学校教育による防火思想の普及 

（略） 

 

 実態に即し

た修正 

69 第６ 鉄道災害予防対策 

１ 目的 

鉄道における災害は、多数の死傷者等の発生を招くおそれがあるため  、事故

災害防止のため、鉄道事業者は、日常の安全運行の確保とともに、鉄道施設の適正

な保守管理に努める。 

第６ 鉄道災害予防対策 

１ 目的 

鉄道における災害は、多数の死傷者等の発生を招くおそれがあることから、事故

災害防止のため、鉄道事業者は、日常の安全運行の確保とともに、鉄道施設の適正

な保守管理に努める。 

 

 

 表記の修正 
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72  第７ 道路災害予防対策 

  １及び２ （略） 

  ３ 道路施設等の整備 

    （略） 

   （１） 道路 

       道路法面の崩壊、路面の損壊、道路施設の変状や破壊等の被害が想定され

る危険箇所について、防災工事等を実施する              

                              。 

   （２） 橋りょう 

       落橋、変状等の被害が想定される道路橋、横断歩道橋、側道橋等について

は、橋りょう補強工事を実施する。 

                                  

                                  

    

 第７ 道路災害予防対策 

  １及び２ （略） 

  ３ 道路施設等の整備 

    （略） 

   （１） 道路 

       道路法面の崩壊、路面の損壊、道路施設の変状や破壊等の被害が想定され

る危険箇所について、防災工事等を実施するほか、アンダーパス部等の道路

の冠水を防止するため、排水施設及び排水設備の補修等を推進する。 

   （２） 橋梁   

       落橋、変状等の被害が想定される道路橋、横断歩道橋、側道橋等について

は、橋梁  補強工事を実施する。 

 また、渡河部の道路橋や河川に隣接する道路の流失により、被災地の孤立

が長期化しないよう、洗掘防止や橋梁の架け替え等の対策を推進するものと

する。 

 

 防災基本計

画の修正 

 

 記述の統一

化 
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 第３章 災害応急対策 第３章 災害応急対策 

74 第１節 防災気象情報の伝達 

 第１ （略） 

 第２ 防災気象情報 

    （略） 

１ 防災k気象情報及びその活用 

種  類 概  要 

特 

別 

警 

報 

大雨特別警報 （略） 

大雪特別警報 （略） 

暴風特別警報 （略） 

暴風雪特別警

報 
（略） 

波浪特別警報 （略） 

高潮特別警報 

（略） 

危険な場所からの避難が必要   とされる警戒レベ

ル４に相当。 

「特別警報」は警報の基準をはるかに超える状況で発表される。既に災

害が発生している場合もあり得るため、必要な措置は「特別警報」が

発表される前にすべて完了していることが基本。 

警 

報 

大雨警報 

（略） 

大雨警報（土砂災害）は、高齢者等は危険な場所から

の避難が必要   とされる警戒レベル３に相当。 

洪水警報 

河川の上流域での降雨や融雪等による河川の増水によ

り、重大な災害が発生するおそれがあると予想された

ときに発表される。河川の増水や氾濫、堤防の損傷や

決壊による重大な災害が対象としてあげられる。 

高齢者等は危険な場所からの避難が必要とされる警戒

レベル３に相当。 

第１節 防災気象情報の伝達 

 第１ 目的 

 第２ 防災気象情報 

    （略） 

１ 防災気象情報及びその活用 

種  類 概  要 

特 

別 

警 

報 

大雨特別警報 （略） 

大雪特別警報 （略） 

暴風特別警報 （略） 

暴風雪特別警

報 
（略） 

波浪特別警報 （略） 

高潮特別警報 

（略） 

危険な場所から避難する必要があるとされる警戒レベ

ル４に相当。 

「特別警報」は警報の基準をはるかに超える状況で発表される。既に災

害が発生している場合もあり得るため、必要な措置は「特別警報」が

発表される前にすべて完了していることが基本。 

警 

報 

大雨警報 

（略） 

大雨警報（土砂災害）は、高齢者等が危険な場所から

避難する必要があるとされる警戒レベル３に相当。 

洪水警報 

   上流域での降雨や融雪等による河川の増水によ

り、重大な災害が発生するおそれがあると予想された

ときに発表される。河川の増水や氾濫、堤防の損傷や 

決壊による重大な災害が対象としてあげられる。 

高齢者等が危険な場所からの避難が必要とされる警戒

レベル３に相当。 

 記述の修正




















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
















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


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
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
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大雪警報 
大雪により重大な災害が発生するおそれがあると予想

されたときに発表される。 

暴風警報 （略） 

暴風雪警報 （略） 

波浪警報 （略） 

高潮警報 

（略） 

危険な場所からの避難が必要   とされる警戒レベ

ル４に相当。 

注 

意 

報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

大雨注意報 （略） 

洪水注意報 

河川の上流域での降雨や融雪等による河川の増水によ

り、災害が発生するおそれがあると予想されたときに

発表される。 

（略） 

大雪注意報 （略） 

強風注意報 （略） 

風雪注意報 （略） 

波浪注意報 （略） 

高潮注意報 

（略） 

高潮警報に切り替える可能性が高い旨に言及されてい

る場合は、高齢者等は危険な場所からの避難が必要   

  とされる警戒レベル３に相当。 

濃霧注意報 （略） 

雷注意報 

落雷により災害が発生するおそれがあると予想された

ときに発表される。また、発達した雷雲の下で発生す

ることの多い竜巻等の突風や「ひょう」による災害へ

の注意喚起が付加されることもある。急な強い雨への

注意も雷注意報で呼びかけられる。 

乾燥注意報 （略） 

大雪警報 
大雪により重大な災害が発生するおそれがあると予想

されたときに発表される。 

暴風警報 （略） 

暴風雪警報 （略） 

波浪警報 （略） 

高潮警報 

（略） 

危険な場所から避難する必要があるとされる警戒レベ

ル４に相当。 

注 

意 

報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

大雨注意報 （略） 

洪水注意報 

   上流域での降雨や融雪等による河川の増水によ

り、重大な災害が発生するおそれがあると予想された

ときに発表される。 

（略） 

大雪注意報 （略） 

強風注意報 （略） 

風雪注意報 （略） 

波浪注意報 （略） 

高潮注意報 

（略） 

高潮警報に切り替える可能性が高い旨に言及されてい

る場合は、高齢者等が危険な場所から避難する必要が

あるとされる警戒レベル３に相当。 

濃霧注意報 （略） 

雷注意報 

落雷により災害が発生するおそれがあると予想された

ときに発表される。また、発達した雷雲の下で発生す

ることの多い竜巻等の突風や「ひょう」による災害へ

の注意喚起を付加する こともある。急な強い雨への

注意も雷注意報で呼びかけられる。 

乾燥注意報 （略） 

 記述の修正




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なだれ注意報 （略） 

着雪（氷）注

意報  
（略） 

融雪注意報 （略） 

霜注意報 （略） 

低温注意報 （略） 

土砂キキクル（大

雨警報（土砂災

害）の危険度分

布） 

（略） 

（色が持つ意味          ） 

・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに身の安全を

確保する必要があるとされる警戒レベル５に相当。 

・「危険」（紫）：危険な場所からの避難が必要    

とされる警戒レベル４に相当。 

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所からの避難が必

要   とされる警戒レベル３に相当。 

・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再

確認等、避難に備え、自らの避難行動の確認が必要とさ

れる警戒レベル２に相当。 

浸水キキクル（大

雨警報（浸水害）

の危険度分布） 

（略） 

（色が持つ意味          ） 

同上                       

                         

洪水キキクル（洪

水警報の危険度分

布） 

（略） 

（色が持つ意味          ） 

同上                       

                          

                          

                          

                          

                          

なだれ注意報 （略） 

着雪（氷）注

意報  
（略） 

融雪注意報 （略） 

霜注意報 （略） 

低温注意報 （略） 

土砂キキクル（大

雨警報（土砂災

害）の危険度分

布） 

（略） 

（色に相当する避難情報の警戒レベル） 

・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに身の安全を

確保する必要があるとされる警戒レベル５に相当。 

・「危険」（紫）：危険な場所から避難する必要がある  

とされる警戒レベル４に相当。 

・「警戒」（赤）：高齢者等が危険な場所から避難する必

要があるとされる警戒レベル３に相当。 

・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再

確認等、避難に備え、自らの避難行動の確認が必要とさ

れる警戒レベル２に相当。 

浸水キキクル（大

雨警報（浸水害）

の危険度分布） 

（略） 

（色に相当する避難情報の警戒レベル） 

・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに身の安全

を確保する必要があるとされる警戒レベル５に相当。  

洪水キキクル（洪

水警報の危険度分

布） 

（略） 

（色に相当する避難情報の警戒レベル） 

・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに身の安全

を確保する必要があるとされる警戒レベル５に相当。  

・「危険」（紫）：危険な場所から避難する必要がある

とされる警戒レベル４に相当。  

・「警戒」（赤）：高齢者等が危険な場所から避難する

必要があるとされる警戒レベル３に相当。  

 記述の修正
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流域雨量指数 

の予測値 
（略） 

早期注意情報（警

報級の可能性） 
（略） 

宮城県気象情報 

気象の予報等について、特別警報・警報・注意報に先立っ

て注意・警戒を呼びかける場合や、特別警報・警報・注

意報が発表された後の経過や予想、防災上の留意点を解

説する 場合等に発表される。 

大雨特別警報が発表されたときには、その後速やかに、

その内容を補足する「記録的な大雨に関する宮城県気象

情報」が    発表される。また、大雨による災害発

生の危険度が急激に高まっている中で、線状降水帯 に

より非常に激しい雨が同じ場所で降り続いているとき

には、「線状降水帯」というキーワードを使って解説す

る「顕著な大雨に関する宮城県気象情報」が発表される。


（略） 

土砂災害警戒情報 

大雨警報（土砂災害）の発表後、命に危険を及ぼす土砂

災害がいつ発生してもおかしくない状況となったとき

に、市町村長の避難指示の発令判断や住民の自主避難の

判断を支援するため、対象となる市町村（仙台市、栗原

市、大崎市、大和町は東西に分割した地域）を特定して

警戒が呼びかけられる情報で、宮城県と仙台管区気象台

から共同で発表される。 

なお、市町村内で危険度が高まっている詳細な領域は、

土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）で

確認することができる。 

・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再

確認等、避難に備え、自らの避難行動の確認が必要とさ

れる警戒レベル２に相当。 

流域雨量指数 

の予測値 
（略） 

早期注意情報（警

報級の可能性） 
（略） 

宮城県気象情報 

気象の予報等について、特別警報・警報・注意報に先立っ

て注意・警戒を呼びかける場合や、特別警報・警報・注

意報が発表された後の経過や予想、防災上の留意点を解

説する場合等に発表される。 

大雨特別警報が発表されたときには、         

その内容を補足する「記録的な大雨に関する宮城県気象

情報」が速やかに発表される。また、大雨による災害発

生の危険度が急激に高まっている中で、線状降水帯によ

り非常に激しい雨が同じ場所で降り続いているときに

は、「線状降水帯」というキーワードを使って解説する

「顕著な大雨に関する宮城県気象情報」が発表される。


（略） 

土砂災害警戒情報 

大雨警報（土砂災害）の発表後、命に危険を及ぼす土砂

災害がいつ発生してもおかしくない状況となったとき

に、市町村長の避難指示の発令判断や住民の自主避難の

判断を支援するため、対象となる市町村（仙台市、栗原

市、大崎市、大和町は東西に分割した地域）を特定して

警戒を呼びかける  情報で、宮城県と仙台管区気象台

から共同で発表される。 

なお、市町村内で危険度が高まっている詳細な領域は、

土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）で

確認することができる。 

 記述の修正






























































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危険な場所からの避難が必要   とされる警戒レベ

ル４に相当。 

竜巻注意情報 （略） 

記録的短時間 

大雨情報 
（略） 

 （注１） （略） 

危険な場所から避難する必要があるとされる警戒レベ

ル４に相当。 

竜巻注意情報 （略） 

記録的短時間 

大雨情報 
（略） 

 （注１） （略） 

 記述の修正



78  （注２） 大雨や強風等の気象現象により、災害が発生するおそれがあるときには「注意

報」が、重大な災害が発生するおそれがあるときには「警報」が、予想される現

象が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きいときには

「特別警報」が、県内の市町村（仙台市、栗原市、大崎市、大和町は東西に分割

した地域）ごとに現象の危険度と雨量、風速、潮位等の予想値が時間帯ごとに示

されて発表される。（略） 

 （注２） 大雨や強風等の気象現象により、災害が発生するおそれがあるときには「注意

報」が、重大な災害が発生するおそれがあるときには「警報」が、予想される現象

が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きいときには「特

別警報」が、県内の市町村（仙台市、栗原市、大崎市、大和町は東西に分割した地

域）ごとに現象の危険度と雨量、風速、潮位等の予想値を時間帯ごとに示して  

   発表される。（略） 

 記述の修正 

78  （注３） 地面現象注意報及び浸水注意報は、その注意報事項を気象注意報に、地面現象

警報はその警報事項を気象警報に、地面現象特別警報はその警報事項を   

   気象特別警報に、それぞれ含めて行われる。 

地面現象特別警報は、「大雨特別警報（土砂災害）」として発表される。浸水警

報の警報事項を含めて行われる気象特別警報は、「大雨特別警報（浸水害）」とし

て発表される。 

 （注４） （略） 

 （注３） 土砂崩れ注意報及び浸水注意報は、その注意報事項を気象注意報に、土砂崩れ

警報はその警報事項を気象警報に、土砂崩れ特別警報はその警報事項を気象警

報又は気象特別警報に、それぞれ含めて行われる。 

土砂崩れ特別警報は、「大雨特別警報（土砂災害）」として発表される。浸水警

報の警報事項を含めて行われる気象特別警報は、「大雨特別警報（浸水害）」とし

て発表される。 

 （注４） （略） 

 記述の修正 

79   ２ 東北地方整備局河川（国道）事務所又は宮城県と仙台管区気象台が共同で発表す

る洪水予報 

    気象業務法第14条の２第２項及び第３項、水防法第10条第２項、水防法第11条第

１項の規定により、東北地方整備局河川（国道）事務所又は宮城県と仙台管区気象台

が共同して、河川の増水や氾濫等に対する水防活動の判断や住民の避難行動の参考

となるように、  あらかじめ指定した河川について、区間を決めて水位又は流量を

示して発表される警報及び注意報で、警戒レベル２～５に相当する。  

洪水予報が発せられた場合には、関係機関は、指定河川洪水予報伝達系統図により

住民に対し周知を行う。  

また、大雨特別警報の警報等への切替時に、それ以降に河川氾濫の危険性が高くな

ると予測した場合には、臨時の洪水予報を発表する。この情報は、府県 気象情報と

して発表する。 

  ２ 東北地方整備局河川（国道）事務所又は宮城県と仙台管区気象台が共同で発表す

る洪水予報 

気象業務法第14条の２第２項及び第３項、水防法第10条第２項、水防法第11条第

１項の規定により、東北地方整備局河川（国道）事務所又は宮城県と仙台管区気象

台が共同して、河川の増水や氾濫等に対する水防活動の判断や住民の避難行動の参

考となるように、県があらかじめ指定した河川について、区間を決めて水位又は流

量を示して発表される警報及び注意報で、警戒レベル２～５に相当する。  

洪水予報が発せられた場合には、関係機関は、指定河川洪水予報伝達系統図によ

り住民に対し周知を行う。  

また、大雨特別警報の警報等への切替時に、それ以降に河川氾濫の危険性が高く

なると予測した場合には、臨時の洪水予報を発表する。この情報は、宮城県気象情

報として発表する。 

 記述の修正 
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    国〔国土交通省〕は、県が指定した洪水予報河川について、県の求めに応じ、国が

指定した洪水予報河川の水位を予測する過程で取得した予測水位情報を県及び気象

庁に提供するものとする。 

 防災基本計

画の修正 

79 種 類 標 題 概 要 

 

 

 

洪水警報 

 

 

 

 

 

 

洪水警報 

 

 

氾濫発生情報 

氾濫が発生したとき、氾濫が継続しているときに

発表される。 

新たに氾濫が及ぶ区域の住民の避難誘導や救援活

動等が必要となる。 

災害がすでに発生している状況であり、命の危険

が迫っているため直ちに身の安全を確保する必要

があることを示す警戒レベル５に相当。 

氾濫危険情報 

（略） 

危険な場所からの避難が必要   とされる警戒

レベル４に相当。 

氾濫警戒情報 

（略） 

高齢者等は危険な場所からの避難が必要   と

される警戒レベル３に相当。 

洪水注意

報 
氾濫注意情報 （略） 

 

種 類 標 題 概 要 

 

 

 

洪水警報 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

氾濫発生情報 

氾濫が発生したとき、氾濫が継続しているときに

発表される。 

新たに氾濫が及ぶ区域の住民の避難誘導や救援活

動等が必要となる。 

災害がすでに発生している状況で、命の危険があ

り直ちに身の安全を確保する必要があるとされる 

        警戒レベル５に相当。 

氾濫危険情報 

（略） 

危険な場所から避難する必要があるとされる警戒

レベル４に相当。 

氾濫警戒情報 

（略） 

高齢者等が危険な場所から避難する必要があると

される警戒レベル３に相当。 

洪水注意

報 
氾濫注意情報 （略） 

 

 記述の修正 

88 第６節 警戒活動 

第１から第３まで （略） 

第４ 土砂災害警戒活動 

１ （略） 

２ 市町村長は、県及び仙台管区気象台から土砂災害警戒情報が発表された場合若し

くは土砂災害の発生のおそれがある場合には、市町村地域防災計画に基づき土砂災

害警戒情報に係る必要事項を関係機関及び住民その他関係のある団体へ伝達するよ

う努める。また、土砂災害警戒区域及び土砂災害危険箇所の警戒活動を行うととも

に、土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）等の補足情報や渓流・斜

面の状況等を総合的に判断し、住民に対し、避難情報の発令等の必要な措置を講じ

る。 

第６節 警戒活動 

第１から第３まで （略） 

第４ 土砂災害警戒活動 

１ （略） 

  ２ 市町村長は、県及び仙台管区気象台から土砂災害警戒情報が発表された場合若し

くは土砂災害の発生のおそれがある場合には、市町村地域防災計画に基づき土砂災

害警戒情報に係る必要事項を関係機関及び住民その他関係のある団体へ伝達するよ

う努める。また、土砂災害警戒区域         等の警戒活動を行うととも

に、土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）等の補足情報や渓流・斜

面の状況等を総合的に判断し、住民に対し、避難情報の発令等の必要な措置を講じ

る。 

 名称の変更

に伴う記述

の修正 
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96 第14節 避難活動 

 第１ （略） 

 第２ 高齢者等避難 

  １ （略） 

  ２ 土砂災害 

    平成26年の広島市における土砂災害等の教訓から、他の水災害と比較して突発性

が高く予測が困難な土砂災害については、高齢者等避難を積極的に活用することと

し、高齢者等避難が発令された段階から自発的に避難を開始することを、土砂災害

警戒区域・危険箇所等の住民に推奨することが望ましい。 

第14節 避難活動 

 第１ （略） 

 第２ 高齢者等避難 

  １ （略） 

  ２ 土砂災害 

    平成26年の広島市における土砂災害等の教訓から、他の水災害と比較して突発性

が高く予測が困難な土砂災害については、高齢者等避難を積極的に活用することと

し、高齢者等避難が発令された段階から自発的に避難を開始することを、土砂災害

警戒区域     等の住民に推奨することが望ましい。 

 名称の変更

に伴う記述

の修正 

98  第５ 避難誘導 

  １ （略） 

誘導に当たっては、安全を確認しつつ、避難行動要支援者の安全の確保を図り、

必要な援助を行うとともに、避難場所及び避難路や避難先、災害危険箇所等（浸水

区域、土砂災害危険箇所等の存在、雪崩災害の危険箇所等）の所在、災害の概要そ

の他の避難に資する情報の提供に努める。 

（略） 

 第５ 避難誘導 

  １ （略） 

誘導に当たっては、安全を確認しつつ、避難行動要支援者の安全の確保を図り、

必要な援助を行うとともに、避難場所及び避難路や避難先、災害危険箇所等（浸水

区域、土砂災害警戒区域等の存在、雪崩災害の危険箇所等）の所在、災害の概要そ

の他の避難に資する情報の提供に努める。 

    （略） 

 名称の変更

に伴う記述

の修正 

100 第18節 愛玩動物の収容対策 

地震編 第３章の「第16節 愛玩動物の収容対策」を準用する。 

第18節 家庭動物の収容対策 

地震編 第３章の「第16節 家庭動物の収容対策」を準用する。 

 記述の統一

化 

105 第26節 公共土木施設等の応急対策 

 第１から第11まで （略） 

 第12 鉄道施設 

  １ （略） 

  ２ 阿武隈急行（株） 

   （１）から（５）まで （略） 

   （６） 運転中に強風に遭遇したときの運転士の取扱い 

運転士は、風速の激しい箇所は、努めて列車の速度を変化しないように、 

急にブレーキを緊締しないこと。 

また、列車の運転が危険であると認めたときは、橋りょう等を避け努めて

安全な箇所に停止する。 

第26節 公共土木施設等の応急対策 

 第１から第11まで （略） 

 第12 鉄道施設 

  １ （略） 

  ２ 阿武隈急行（株） 

   （１）から（５）まで （略） 

   （６） 運転中に強風に遭遇したときの運転士の取扱い 

運転士は、風速の激しい箇所は、努めて列車の速度を変化しないように、 

急にブレーキを緊締しないこと。 

また、列車の運転が危険であると認めたときは、橋梁  等を避け努めて

安全な箇所に停止する。 

 

 

 

 記述の統一

化 



 

宮城県地域防災計画 [風水害等災害対策編] 新旧対照表 

 
頁 現行 （令和５年１１月） 修正後 備考  

 

 19 / 19 ページ 

 

121 

122 

第33節 災害種別毎応急対策 

 第１から第３まで （略） 

 第４ 海上災害応急対策 

  １ （略） 

  ２ 事故発生時における応急対策 

   （１） 第二管区海上保安本部の措置 

     イ （略） 

     ロ 海難救助等 

     ＿                            

                                  

                                  

                                  

   

      （イ） 船舶の海難、海上における人身事故等が発生したときは、速やかに

巡視船艇・航空機を発動させるとともに、必要に応じて特殊救難隊 

を出動させるほか、関係機関及び水難救済会等の民間救助機関を活用

してその捜索救助を行う。 

第33節 災害種別毎応急対策 

 第１から第３まで （略） 

 第４ 海上災害応急対策 

  １ （略） 

  ２ 事故発生時における応急対策 

   （１） 第二管区海上保安本部の措置 

     イ （略） 

     ロ 海難救助等 

海難救助等を行うに当たって、災害の種類、規模等に応じて合理的な計画

を立て、次に掲げる措置を講じる。その際、救助・救急活動において使用す

る資機材については、原則として携行するが、必要に応じて民間の協力等を

求めることにより、必要な資機材を確保し、効率的な救助・救急活動を行

う。 

      （イ） 船舶の海難、海上における人身事故等が発生したときは、速やかに

巡視船艇・航空機を発動させるとともに、必要に応じて特殊救難隊等

を出動させるほか、関係機関及び水難救済会等の民間救助機関と協力

してその捜索救助を行う。 

 海上保安庁

防災業務計

画の記載に

統一 

129  第６ 鉄道災害応急対策 

  １及び２ （略） 

  ３ 阿武隈急行（株） 

   （１）災害による異常事態が発生した場合には、次の措置を講じる。 

     イ及びロ （略） 

     ハ 強風の場合 

      （イ）及び（ロ） （略） 

      （ハ） 運転中に強風に遭遇したときの運転士の取扱い 

運転士は、風速の激しい箇所は、努めて列車の速度を変化しないよ

うにし、急にブレーキを緊締しないこと。 

また、列車の運転が危険であると認めたときは、橋りょう等を避け

努めて安全な箇所に停止する。 

 第６ 鉄道災害応急対策 

  １及び２ （略） 

  ３ 阿武隈急行（株） 

   （１）災害による異常事態が発生した場合には、次の措置を講じる。 

     イ及びロ （略） 

     ハ 強風の場合 

      （イ）及び（ロ） （略） 

      （ハ） 運転中に強風に遭遇したときの運転士の取扱い 

運転士は、風速の激しい箇所は、努めて列車の速度を変化しないよ

うにし、急にブレーキを緊締しないこと。 

また、列車の運転が危険であると認めたときは、橋梁  等を避け

努めて安全な箇所に停止する。 

 記述の統一

化 

 


